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貸 借 対 照 表 

   （2020年 3月 31日現在） （単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

( 資 産 の 部 ）  ( 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産  流 動 負 債  

現 金 及 び 預 金 16 営 業 未 払 金 2,536 

営 業 未 収 入 金 2,811 短 期 借 入 金 114,574 

販 売 用 不 動 産 22,675 リ ー ス 債 務 26 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 55,664 1 年内返済予定の長期借入金 34,500 

未 成 工 事 支 出 金 17 未 払 金 17,132 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 31 未 払 費 用 1,075 

前 払 費 用 977 未 払 法 人 税 等 1,287 

リ ー ス 投 資 資 産 1,565 前 受 金 9,532 

そ の 他 7,007 預 り 金 13,856 

流 動 資 産 合 計 90,767 そ の 他 547 

固 定 資 産  流 動 負 債 合 計 195,071 

有 形 固 定 資 産  固 定 負 債  

建 物 267,788 長 期 借 入 金 435,449 

構 築 物 4,555 リ ー ス 債 務 97 

機 械 及 び 装 置 1,889 受 入 敷 金 保 証 金 81,000 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 4,866 繰 延 税 金 負 債 12,453 

土 地 343,684 転 貸 事 業 損 失 引 当 金 1,801 

リ ー ス 資 産 120 退 職 給 付 引 当 金 6,171 

建 設 仮 勘 定 3,109 資 産 除 去 債 務 2,423 

有 形 固 定 資 産 合 計 626,015 そ の 他 166 

無 形 固 定 資 産  固 定 負 債 合 計 539,562 

借 地 権 20,076 負 債 合 計 734,634 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,072 （ 純 資 産 の 部 ）  

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 28 株 主 資 本  

そ の 他 96 資 本 金 48,760 

無 形 固 定 資 産 合 計 21,273 資 本 剰 余 金 34,109 

投 資 そ の 他 の 資 産  資 本 準 備 金 34,109 

投 資 有 価 証 券 18,860 資 本 剰 余 金 合 計 34,109 

関 係 会 社 株 式 65,002 利 益 剰 余 金             

そ の 他 の 関 係 会 社 有 価 証 券 80,371 利 益 準 備 金           3,437 

出 資 金 0 そ の 他 利 益 剰 余 金 109,218 

長 期 前 払 費 用 13,660 任 意 積 立 金 48,240 

前 払 年 金 費 用 190 繰 越 利 益 剰 余 金 60,978 

差 入 敷 金 保 証 金 13,232 利 益 剰 余 金 合 計 112,655 

そ の 他 4,127 自 己 株 式 △0 

貸 倒 引 当 金 △ 1,238 株 主 資 本 合 計 195,525 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 194,206 評 価 ・ 換 算 差 額 等  

固 定 資 産 合 計 841,494 その他有価証券評価差額金 2,103 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 2,103 

  純 資 産 合 計 197,628 

資 産 合 計 932,262 負 債 ・ 純 資 産 合 計 932,262 

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しています。 
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損 益 計 算 書 

2019年 4月 1日 か ら 
2020年 3月 31日まで 

  （単位：百万円） 

科目 金額 

  

営 業 収 益   

オ フ ィ ス ・ 商 業 事 業 収 益 92,553  

住 宅 事 業 収 益 32,913  

そ の 他 の 事 業 収 益 2,151 127,617 

営 業 原 価   

オ フ ィ ス ・ 商 業 事 業 原 価 56,793  

住 宅 事 業 原 価 25,334  

そ の 他 の 事 業 原 価 1,874 84,002 

営 業 総 利 益  43,615 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  20,607 

営 業 利 益  23,007 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 0  

受 取 配 当 金 1,044  

受 取 分 担 金 124  

そ の 他 304 1,473 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 2,758  

社 債 利 息 771  

社 債 承 継 費 用 2,485  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 436  

そ の 他 814 7,266 

経 常 利 益  17,214 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 13 13 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 879  

減 損 損 失 392  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 545 1,818 

税 引 前 当 期 純 利 益  15,409 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,199  

法 人 税 等 調 整 額 △432 4,766 

当 期 純 利 益  10,643 

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しています。 
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株主資本等変動計算書 

2019年 4月 1日 か ら 
2020年 3月 31日まで 

(単位：百万円)  

 

株主資本 
評価・換 

算差額等 

純資産 

合計 
資本金 

資本 

剰余金 
利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 
資本 

準備金 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

任意 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

2 0 1 9 年 4 月 1 日 残 高 48,760 34,109 3,437 47,250 64,188 △0 197,745 2,501 200,247 

事 業 年 度 中 の 変 動 額          

 剰 余 金 の 配 当     △12,863  △12,863  △12,863 

 固定資産圧縮積立金の積立    1.958 △1,958  ―  ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩    △732 732  ―  ― 

 特 別 償 却 準 備 金 の 積 立    0 △0  ―  ― 

 特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩    △236 236  ―  ― 

 当 期 純 利 益     10,643  10,643  10,643 

 
株 主 資 本 以 外 の 項 目 

の事業年度中の変動額（純額） 
       △397 △397 

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― ― ― 989 △3,210 ― △2,220 △397 △2,618 

2 0 2 0 年 3 月 3 1 日 残 高 48,760 34,109 3,437 48,240 60,978 △0 195,525 2,103 197,628 

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しています。 
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個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式および関連会社株式 ······· 移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの ······ 期末日の市場価格等に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。 

② 時価のないもの ······ 移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）については、入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっています。 

 

２．デリバティブの評価基準および評価方法 

  原則として時価法を採用しています。 

 

３．たな卸資産の評価基準および評価方法 

 販売用不動産および仕掛販売用不動産については、個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法）を採用しています。 

 未成工事支出金については、個別法による原価法を採用しています。 

  原材料及び貯蔵品については、最終仕入原価法を採用しています。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は、次のとおりです。 

 建物         18～50年 

 構築物        10～75年 

 機械及び装置     ５～17年 

 工具、器具及び備品  ２～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）で償却しています。 

(3) 長期前払費用 

定額法を採用しています。 

(4) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。 

 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

（2）転貸事業損失引当金 

転貸事業において、転貸差損が将来にわたり発生する可能性が高い物件について翌事業年度以降の損失見込額を計上していま

す。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しています。 

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基

準によっています。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数（10年から 13年）による定額法により費用処理して

います。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間に基づく年数（８年から 13 年）による定額法
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により翌事業年度より費用処理しています。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッジ処理を採用しています。 

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しています。 

 

７．完成工事高および完成工事原価の計上基準 

完成工事高および完成工事原価の計上基準については、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については、工事完成基準を適用しています。 

 

８．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

９．連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
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貸借対照表に関する注記 

１．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

(1) 短期金銭債権 886百万円 

(2) 短期金銭債務 5,173百万円 

(3) 長期金銭債権 10,256百万円 

(4) 長期金銭債務 1,334百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 380,628百万円 

 上記金額には、減損損失累計額が含まれています。 

 

３．保証債務   

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し、債務保証を行っています。   

UD USA Inc.（借入債務）        5,223百万円（48百万 US＄） 

 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

(1) 営業取引高 

① 営業収益 6,578百万円 

② 営業費用 7,951百万円 

(2) 営業取引以外の取引高 1,075百万円 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度末の発行済株式の種類および総数 

普通株式                                     329,120,000株  

 

２．当事業年度末における自己株式の種類および数 

 普通株式                                   302株 

 

３．配当に関する事項 

 (1) 配当支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2019年 6月 21日 

定時株主総会 
普通株式 12,863 39 2019年 3月 31日 2019年 6月 24日 

 

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   上記の事項については、次のとおり決議を予定しています。 

決 議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2020年 6月 18日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 10,643 32 2020年 3月 31日 2020年 6月 19日 

 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、土地評価損否認、退職給付引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、固定資産圧縮

積立金等です。 

 なお、繰延税金資産においては、評価性引当額 6,854百万円を控除しています。 

 

（追加情報） 

  繰延税金資産および繰延税金負債の額については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する
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取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）により、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28

号平成 30年 2月 16日）第 44項の定めを適用せず、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、主に不動産賃貸事業および分譲事業を行うための投資および運転資金等の資金需要に対し、必要な資金（主にＮＴＴフ

ァイナンス株式会社など）を調達しています。一時的な余資が生じた場合には短期的な預金等に限定して運用しています。 

営業債権については、財務規程に従い、取引相手ごとに、債権の発生から消滅に至るまでの管理、未回収の場合の保全措置等を

行ってリスク低減を図っています。また、有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や市況、発行体（主として取引

先企業）の財務状況等を把握しています。 

なお、デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であり、金融商

品等にかかるリスク管理ガイドラインに従い、実需の範囲で行うこととしています。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるもの(（注２）をご参照ください。）および重要性が乏しいものは次表には含めておりません。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 

(2) 営業未収入金 

(3) 投資有価証券 

16 

2,811 

7,202 

16 

2,811 

7,202 

- 

- 

- 

資産計 10,030 10,030 - 

(1) 営業未払金 

(2) 短期借入金 

(3) 未払法人税等 

(4) 長期借入金（＊） 

2,536 

114,574 

1,287 

469,949 

2,536 

114,574 

1,287 

473,800 

- 

- 

- 

3,851 

負債計 588,348 592,199 3,851 

（＊）１年内返済予定の長期借入金を含めています 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 

これらは短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

(2)営業未収入金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。ただ

し、営業未収入金において個別に貸倒引当金の設定を行っている債権については、当該債権から回収不能見込額（引当額）を控

除したものを時価としています。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、市場価格を有する株式は取引所の価格によっています。 

 

負債 

(1)営業未払金、(2) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

 (3)長期借入金 

長期借入金の時価は、元利金の合計額を当該借入金の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により

算定しています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記「デリバティブ取引」をご参

照ください。）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、当該借入金の残存期間および信用リスクを加味し

た利率で割り引いた現在価値により算定しています。 
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デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、

当該長期借入金の時価に含めて記載しています。 

 

（注２）非上場株式、関係会社株式、匿名組合出資金およびその他出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、「資産(3)投資有価証券」には含めていません。 

また、受入敷金保証金については、残存期間を特定できず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価

開示の対象には含めていません。 

 

 

賃貸等不動産に関する注記 

 当社は、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸商業施設、賃貸住宅を所有しています。 

当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額および時価は、次のとおりです。 

 （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 時価 

657,083 1,425,841 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した額です。 

（注２）事業年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額、その他の物件に

ついては、適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定した金額です。 

 

 

関連当事者との取引に関する注記 

種 類 
会社等の 

名称 

議決権等の所有 

（被所有）割合 
関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 
（百万円） 

親会社の 
子会社 

ＮＴＴファイナンス
株式会社 

（所有） 
直接 1.0％ 

借入 

短期借入金 - 短期借入金 114,574 

長期借入金 62,449 

１年内返済予定の 
長期借入金 

1,200 

長期借入金 243,449 

（注）借入金については、金銭消費貸借契約により行っており、市中金利を勘案し、ＮＴＴファイナンス株式会社と利率を

決定しています。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 600円 48銭 

２．１株当たり当期純利益 32円 34銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

重要な後発事象はありません。 
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